
大阪狭山市 

地域包括ケアシステム 

推進条例（素案） 
 

 

 

 

地域包括ケアシステム（地域全体が力を合わせて、見守りや支援

を行う「まちぐるみで支援する仕組み」）を実現するため、みんなで力

を合わせましょう。 

 

            大阪狭山市 

「高齢者が活き生きと暮らせる       

やさしさのあるまちづくり条例」 
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地域包括ケアシステムとは？ 

住み慣れた地域でいつまでも生きがいを持って生活することができるよう、医療・福祉の専門職だけでな

く、地域全体が力を合わせて、見守りや支援を行う「まちぐるみで支援する仕組み」のことです。 

団塊の世代が７５歳以上になる２０２５年に日本の後期高齢者の人数は急激に増加すると言われていま

す。また、２０４０年には団塊のジュニア世代が６５歳を迎えるため、さらに高齢者人口が増加するととも

に、労働者人口の減少による労働力不足も大きな課題となります。 

大阪狭山市でも、高齢者数は増加し続けており、後期高齢者の人数は２０３０年にピークを迎え、その後

減少する見込みですが、要介護認定率は上昇を続けるため、高齢者の住まい、医療、介護等のニーズが今後

ますます高まると予想されます。また、高齢化の進行とともに認知症の人も増加傾向であり、認知症施策推

進大綱（令和元年6月18日）によると、６５歳以上の約 7人に1人が認知症であると推計されます。 

支援が必要になっても住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる体制を確保するためには、

市、医療や介護の関係者、市民等が協働して、地域包括ケアシステムを深化・推進する必要があります。 

2020年以降は推計値 出典：地域包括ケア見える化システム 
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大阪狭山市のこれまでの取組は？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 医療 ⇒医療と介護の連携体制づくり 

〇 医療・介護便利手帳の作成 ・・・① 

〇 ＩＣＴを活用した在宅医療と介護の関係者情報共有システムの運用 

〇 リエゾン倶楽部を中心に医療や介護関係者等の顔のみえる関係づくり 

〇 在宅歯科ケアステーションの設置 

● 介護 ⇒安心できる生活の実現 

〇 地域包括支援センターニュータウンサテライトの開設 ・・・② 

〇 特別養護老人ホーム（８０床）の開設（予定） 

〇 認知症カフェ、認知症サポーター養成講座、認知症高齢者賠償責任保険の実施 

〇 認知症地域支援推進員、認知症初期支援集中チームの設置 

〇 認知症さやりんおれんじカードや認知症ケアパスの配布 ・・・③ 

● 介護予防 ⇒身近な場所でのフレイル予防 

〇 さやまエイジングエクササイズ、元気コミュニティ教室などの介護予防教室の実施 

〇 地域住民が主体のいきいき百歳体操の実施（２８箇所） ・・・④ 

〇 保健・医療の専門職による集中的な通所型予防サービスの実施 

● 生活支援⇒地域が主体の活動の促進 

〇 生活支援コーディネータ―の配置、大鳥池地区の買い物支援の実施 

〇 安心・安全高齢者お役立ちガイドの作成 ・・・⑤ 
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① 医療・介護便利手帳 ② 地域包括支援センターニュータウンサテライト 

③ さやりんおれんじカードと認知症ケアパス 

④ いきいき百歳体操 ⑤ 安心・安全高齢者お役立ちガイド 
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出典：介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（令和５年１月実施） 

大阪狭山市に住む要介護１～５の認定を受けていない６５歳以上の方の中から無作為抽出 

なぜ条例を制定するのか？ 

地域包括支援センターや介護事業者などの関係機関との意見交換や昨年度に行った市民ニーズ調査の結果に

おいて、本市の地域包括ケアシステムを深化・推進するうえで優先的に取り組むべきことは、地域包括ケアシ

ステムの周知・啓発や住民、専門職、行政の役割の明確化であるとの結果が出ています。 

そこで、2025年から2040年にかけて訪れる高齢化や医療・介護のニーズの増大に備えて、市・医療介

護等関係者・市民等がそれぞれの役割を理解し参画していただくことで、「介護が必要な状態や認知症になっ

ても、高齢者一人ひとりが社会を構成する一員として尊重され、活き生きと暮らせるやさしさのあるまち大阪

狭山市」の実現をめざし、条例を制定することとしました。 

 

 

 

問 大阪狭山市において、地域包括ケアシステムを推進するうえで優先的に取り組むことは何だと感じ

ますか（回答は３つまで） 

 

地域包括ケアシステムに関する介護事業者や専門職から寄せられた意見 

・利用者（市民）から「地域包括ケアシステムって何？」って聞かれることがあったが、うまく説明できなかった。 

・大阪狭山市の地域包括ケアシステムがどのようなものか知りたい。 

・自宅で最後まで過ごしたいと願う利用者に対し、大阪狭山市の地域包括ケアシステムの概要を示してあげたい。 
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それぞれの役割と市の責務は？ 

条例では、大阪狭山市がめざす地域包括ケアシステムの目的や基本理念、役割を定めています。みんなで力

を合わせて、「高齢者が活き生きと暮らせるやさしさのあるまち大阪狭山市」をめざしましょう。 

  

 

 

 

 

●市民等とは？                                                                        

大阪狭山市に住んでいる人だけでなく、働く人や通学する人、法人などの団体等をすべて含めるため、市民等と表しています。 
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地域包括ケアシステムの「４つの助」とは？ 

今後高齢化が進むとともに、公的なサービスだけでは支援が必要な高齢者を支えるのが難しくなることが見

込まれます。地域包括ケアシステムの体制づくりに向けて、自助、互助、共助、公助の「４つの助」が必要で

す。それぞれの立場から、できる範囲のことに取り組みましょう。 

 

 

 

 

 

 ・規則正しい生活習慣 ・運動による筋力保持 ・社会参加  

 

地域包括ケアシステムの「４つの助」 

 

できることから始めてみましょう自助 「３つの介護予防」 
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どのような支援が受けられるのか？ 

 

Aさんは８０代の女性です。今まで元気に暮らしていましたが、最近ひとりで外出して道

に迷い、警察に保護されるようになりました。Aさんの娘はAさんを病院に受診させようと

しましたが、Aさんは受診を拒否します。娘はAさんの面倒をみるために仕事を休みがちに

なるなど生活に支障が生じたため、地域包括支援センターに相談することにしました。 

地域包括支援センターで相談したところ、認知症初期集中支援チームを紹介され、チーム

員の医師や専門職がAさんと関わるようになりました。はじめは受診を拒否していたAさん

でしたが、相談することで前向きになり、継続的に受診するようになりました。また介護認

定を受けてデイサービスに行くことにより、娘の介護の負担を軽減することが出来ました。 

 

  Bさんは８０代の男性です。以前は老人クラブに所属し積極的に活動していましたが、コロナ禍に

より活動ができなくなり、自宅に引きこもりがちになりました。最近は筋力低下により、外出が大変

になり、インスタント食品で食事を済ませるようになりました。以前に比べ痩せてきたBさんの状態

を心配した老人クラブの友人が、地域包括支援センターを紹介し、相談することにしました。 

 地域包括支援センターに相談したところ、一時的な杖のレンタルや通所型短期集中予防サービスの提

案があり、要介護認定を受けることとなりました。通所型短期集中予防サービスにおいて、運動や栄養

改善に関する専門職からの指導や、様々な地域資源や老人福祉センターなどの紹介を受けました。その

結果、運動を継続することや偏りのない食事を摂ること、人との関わりの重要性を実感し、積極的に外

出するようになりました。 

 

 C さん夫婦は夫妻ともに８０代です。以前は夫婦で車や公共交通機関を利用して買い物に出かけてい

ましたが、加齢とともに最寄りのスーパーにも行くのが難しくなりました。少し前から介護保険を利用

し、ヘルパーに食材を購入してもらっていますが、以前のように自分たちで買い物をしたいと考えてい

ました。 

地域包括支援センターに相談したところ、大鳥池地区の買い物支援を紹介されました。地域の人とと

もに買い物支援に参加し、自分たちで品物を選び、買い物をする楽しみが叶いました。 

   

認知症の疑いのあるAさんのケース 

 

コロナ禍により自宅に引きこもりがちなBさんのケース 

 

買い物難民のCさん夫婦のケース 

 


